
気候変動に適応した治水対策検討の
基本的な方向について
【適応策の基本的方向】

資料４



◇顕在化している主要な影響
・春季現象の早期化（発芽、渡り鳥、産卵行動等）
・多くの地域の湖沼や河川における水温上昇
・海面上昇による海岸侵食
・沿岸域において洪水と暴風雨による被害の増加
・数億人が水不足の深刻化に直面
・熱波による死亡、媒介生物による感染症リスク

◇将来への対応
・適応策と緩和策の双方の重要性
・土地利用計画及び社会資本設計を含めた適応手段の検討
・脆弱性を減少させる対策を既存の災害リスク削減戦略に含めること

など

気候変動に関する政府間パネル(IPCC) 第４次評価報告書

第２作業部会（影響、適応、脆弱性）
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気候変動に適応した治水対策 基本的な考え方（案）

適応策の基本的方向

●施設を中心とした観点からの適応策
外力の変化に対する施設の信頼性確保
既存施設の徹底活用・延命化
新規施設の整備

●社会構造の見直しの観点からの適応策

●防災対策を中心とした観点からの適応策
大規模災害への対応、体制の整備
新たなシナリオによるソフト施策の推進

●適応策の進め方
予防的措置への重点投資
順応的なアプローチの採用
新たな技術開発と世界への貢献
調査・研究の推進と治水計画への反映

被害の最小化

治水は長期的な計画のもとに整備を進めており、これを継続する中で、
外力の変化を適切に想定し、適応策を取り込んでいく

治水は長期的な計画のもとに整備を進めており、これを継続する中で、
外力の変化を適切に想定し、適応策を取り込んでいく

２



既存施設の徹底活用・延命化

（出典）関東地方整備局事業評価監視委員会資料

既存ダムの容量再配分による有効活用
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既存施設の徹底活用・延命化

ダムの嵩上げによる有効活用
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② 貯砂ダム

分派堰 植　　林

排砂ゲート

植　　林

浚　　渫

①

②

③ ⑤

④

バイパストンネル

④バイパストンネル（下流へ流す）

①堆砂容量の確保

堆砂容量

⑥植林

②貯砂ダム（貯めて取る）

⑤排砂ゲート（土砂フラッシュ）

③浚渫（取り除く）

④

③

⑤

④

②

ダムの堆砂への対応による長寿命化

既存施設の徹底活用・延命化
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老朽化が進む堤防や護岸
新設延長

累積延長

堤防・護岸の累積延長

堤防・護岸の新設延長

既存施設の徹底活用・延命化

昭和３０年代までに海岸堤防・護岸の
約６割が整備済み

高度経済成長期に集中的に整備した施設が、
今後維持・更新期を迎えることで費用が増大

コンクリートの劣化等老朽化が進んだ護岸 前腹付けによる老朽化対策後の護岸

対策前 対策後
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社会構造の見直しの観点からの適応策

災害危険区域（高潮）の指定例（名古屋市）
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伊勢湾台風による被害を契機として、昭和３５年に指定

ピロティー型式の住居 ７



規格の高い道路と河川堤防の接続イメージ

規格の高い道路と堤防を接続し、災害復旧や緊急輸送時のネットワークを強化

H2.7洪水 国道34号の冠水状況 規格の高い道路と河川堤防のネットワークイメージ

大規模災害への対応、体制の整備

８



新たなシナリオによるソフト施策の推進

出典：内閣府 第５回大規模水害対策に関する専門調査会 資料 ９



治水予算が減り続ける一方、近年の水害頻発により、大規模被災箇所への
事後的な対策に投資する割合が増加
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◆予算全体に占める大規模被災箇所対応費の割合

◇H10.8月豪雨
◇台風７号等

◇H16.7新潟・福島豪雨
◇H16.7福井豪雨
◇台風21～23号等

◇9月首都圏豪雨
◇台風14号

◇H18.7梅雨前線豪雨
◇台風13号

◇7月梅雨前線

◇H11.8豪雨 ◇H12東海豪雨

大規模被災箇所への対応（激特・床上・復緊）
その他河川事業

※河川事業当初予算（維持修繕を除く）

予防的措置としての重点投資
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2)陸軍工兵隊ニューオリンズ事務所HP1)陸軍工兵隊機関誌”River Side” September-October 2004

ハリケーン・カトリーナ（H17.8）

約20億ドル1)

（約2,200億円）

堤防整備の効果：

最大約1,250億ドル
（約14兆円）相当

被害額
約1,250億ドル
（約14兆円）

事前予防実施時の
想定被害額

「カテゴリー５」
対応費用

ﾊﾘｹｰﾝ･ｶﾄﾘｰﾅに
よる被害総額

※従前よりカテゴリー５（カトリーナと同規模）に対応した整備の必要性を表明（事前投資が効率的と主張）１）

※被災地区の事業（カテゴリー３対応、2015年完成目標）について、工兵隊では財源不足による事業の遅れを
認識していた。２）

約20億ドルの事前投資で
約1250億ドルの被害軽減

予防的措置としての重点投資

ニューオリンズ NOAAのHPに
一部加筆

TROPICAL DEPR
TROPICAL STORY
CATEGORY 1
CATEGORY 2
CATEGORY 3
CATEGORY 4
CATEGORY 5

ハリケーン・カトリーナ進路

FEMAのHPより

ニューオリンズの浸水状況
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◎計画規模を超える洪水に対する操作において急激な放流量の増加を避けることや最大放流量の低減が可能

流入量

放流量

甚大な被害発生

予測が
出来れば・・無害流量

洪水を貯留
被害を最小限に
抑える操作

貯留できる量は同じ

・急激な放流量増加を回避

・最大放流量を低減

新たな技術開発と世界への貢献

予測が可能であれば洪水に備えて予め利水容量の
一部の水位を下げたり、渇水に備えて治水容量の一
部の水位を上げたりすることが可能

◎治水と利水の各容量を効率的に利用することが可能（双方に最適な操作が可能）

治水容量

利水容量

堆砂容量

制限水位

降雨予測技術の向上と効果的なダム運用
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